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はじめに                             

（１）計画の位置づけ 

本計画は、住生活基本法の制定を踏まえて策定されている「北海道住生活基本計画」

に基づいて策定する、市町村の住宅施策の基本方針を示す「様似町住生活基本計画」

を踏まえ、様似町の管理している公営住宅等の適切な維持管理に向けた「様似町公営

住宅等長寿命化計画」をとりまとめた計画です。 

様似町では平成 22年度に「様似町公営住宅等長寿命化計画」を策定し、事業を進め

てきましたが、定期見直し時期であるため、事業の進捗状況を中心に「様似町公営住

宅等長寿命化計画」を見直します。 

【公営住宅等長寿命化計画の位置づけ】 

基づく 

「住生活基本法」（H23） 
（ねらい：住宅困窮者への対応、健全な住宅市場の整備、住生活の「質」の向上、等） 

都道府県における「住生活基本計
画」の必要（法第 7条 1項） 

「北海道住生活基本計画」の策定
（H23） 

「様似町住生活基本計画」 
（様似町の住宅施策の基本 

となる計画）

「様似町公営住宅等長寿命
化計画」 

（住宅施策に基づく公営住宅等
の適切な維持管理の実現） 

公営住宅等においては、長寿命化
の視点が必要 

「公営住宅等長寿命化計画」 
の位置づけ（H21）

長寿命化計画の策定により、平成 26
年度以降の公営住宅等に係る事業を
助成（それ以外は対象外） 

「市町村における住宅施策の基本
となる計画」の策定を推進 

（第 8次様似町総合計画）
様似町 

人口ビジョン
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（２）計画の役割 

公営住宅等長寿命化計画は、公営住宅等における良質なストック形成に向けた、建

替事業や改善事業等に係る取組みとともに、新たに制度化された耐久性の向上に資す

る長寿命化型改善事業、維持管理に向けた修繕計画など「住宅の長寿命化のために必

要な取組み」を示す計画です。 

また、交付金制度を活用した事業の実施に向けて、策定することが必須となってい

る計画で、事業の実施に向けた具体的なプログラムを示す計画です。 

なお、「長寿命化」とは、耐用年数を超える住宅について、それ以上の期間にわたり

活用を図るということではなく、耐用年数以内で効果的に活用を図るという趣旨です。 

【公営住宅等長寿命化計画】 

＋

（長寿命化計画の役割） 

良質な公営住宅等ストックの形

成に向けた、建替事業や改善事

業等に係る取組み指針 

（具体的な取組み） 

・予防保全的な維持管理
・耐久性の向上に資する事項 
・長寿命化を図るべき団地・住
棟の選定及びその効果の検討 

など 
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１．公営住宅等ストックの状況                    

１－１ 建物の状況 

（１）管理種別 

様似町には、公共賃貸住宅として公営住宅、特定公共賃貸住宅の 2 種類の住宅があ

ります。 

このうち、公営住宅が 366 戸（98.9％）、特定公共賃貸住宅が 4 戸（1.1％）の合計

370 戸の公共賃貸住宅があり、ほとんどが公営住宅となっています。 

住棟別では、公営住宅が 71 棟（98.6％）、特定公共賃貸住宅が 1棟（1.4％）の合計

72 棟となっています。 

【管理種別別棟数】 

【管理種別別戸数】 

注：パーセント表示については、四捨五入しているため、合計が
100パーセントにならない場合がある。（以下同様）

366 4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅 特定公共賃貸住宅

71 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅 特定公共賃貸住宅
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【様似町公営住宅等位置図】 

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ34 簡平 2 4
計 2 4

幌満団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ55 準耐火 1 4
計 1 4

アポイ団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ44 簡平 4 14
Ｓ45 簡平 2 8
計 6 22

平宇団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ59 準耐火 1 8
Ｓ60 準耐火 1 8
Ｓ61 準耐火 1 8
計 3 24

錦町団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ63 準耐火 1 8
計 1 8

鵜苫第1団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｈ12 耐火 （１） 4
計 （１） 4

港町団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ54 準耐火 4 8
Ｓ57 準耐火 3 12
Ｓ58 準耐火 3 12
Ｓ59 準耐火 1 4
Ｈ9 耐火 1 15
Ｈ10 耐火 1 20
Ｈ11 耐火 1 15
計 14 86

大通第1団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｈ4 耐火 1 12
Ｈ5 耐火 1 12
Ｈ6 耐火 1 12
計 3 36

大通第2団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ50 簡平 1 4
Ｓ53 準耐火 1 4
計 2 8

鵜苫第2団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｈ12 耐火 1 8
計 1 8

港町団地        ：公営住宅 

       ：特定公共賃貸住宅 

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ47 簡平 4 16
Ｓ48 簡平 1 4
Ｓ50 簡平 2 8
Ｓ52 準耐火 1 4
計 8 32

栄町団地

建設年度 構造 棟数 戸数
Ｓ37 簡平 2 8
Ｓ45 簡平 1 4
Ｈ1 準耐火 1 8
H2 準耐火 2 16
H2 耐火 1 10
Ｈ3 準耐火 1 8
計 8 54

建設年度 構造 棟数 戸数
H25 木平 2 8
H26 木平 1 4
H27 木平 1 4
計 4 16

西町第1団地

西町第2団地（新）
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（２）構造種別 

構造別では、耐火構造が 108 戸（29.2％）、準耐火構造二階建（簡 2住宅）が 112 戸

（30.3％）、簡易耐火構造平屋建（簡平住宅）が 134 戸（36.2％）、木造平屋建てが 16

戸（4.3％）とそれぞれなっています。 

住棟別では、耐火構造 9棟（12.5％）、準耐火構造二階建 22棟（30.6％）、簡易耐火

構造平屋建 37棟（51.4％）、木造平屋建 4棟(5.6％)となっています。 

【構造別戸数】 

【構造別棟数】 

108 112 134 16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐火構造 準耐火構造二階建 簡易耐火構造平屋建 木造平屋建

9 22 37 4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐火構造 準耐火構造二階建 簡易耐火構造平屋建 木造平屋建
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（３）型式 

住宅の型式別戸数では、1ＬＤＫが 8戸(2.2％)、2ＤＫが 108 戸（29.2％）、2ＬＤＫ

が 65 戸(17.6％)、3ＤＫが 78 戸(21.1％)、3ＬＤＫが 111 戸（30.0％）となっていま

す。 

ファミリー世帯向けの住戸と小規模世帯向けが半数程度となっています。 

【型式別戸数】 

8 108 65 78 111

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1LDK 2ＤＫ 2ＬＤＫ 3ＤＫ 3ＬＤＫ
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（４）住宅の老朽化の状況 

平成 27 年度末現在、耐用年数が経過している住宅は 134 戸、全体の 36.2％に及んで

います。 

また、耐用年数の 1/2 を超える住宅も 112 戸、30.3％に達し、両方を合わせると公

共賃貸住宅の半数を超える 246 戸の住宅が老朽化の進んだ状況にあると言えます。 

この 5 年間では耐用年数が経過している住戸は 136 戸から 134 戸へと 2 戸減少しま

したが、耐用年数の 1/2 を超える住宅は 80戸から 112戸と増加しました。 

住棟別に見ると、37 棟、51.4％の住棟が耐用年数を既に超過し、22棟、30.6％の住

棟が耐用年数の 1/2 を超え、老朽化した住棟が 8 割超を占めている状況になっていま

す。 

老朽化した住宅の建替など、適切な公営住宅等ストックの維持管理が必要な状況に

おかれていることは依然かわりはありません。 

【老朽化の状況（戸数）】 

【老朽化の状況（棟数）】 

134 112 124

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐用年数経過 耐用年数1/2経過 その他

37 22 13

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐用年数経過 耐用年数1/2経過 その他
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（５）団地別概要 

空家は、西町第 2団地（旧）の政策空家を含め 72 戸、全体の 19.7％となっています。 

また、平成 8年以降に建設された団地では駐車場が設置されています。 

【様似町の団地別概要】 

資料：様似町  空家戸数等各種数値は平成 27 年 6月１日時点 

管理戸数
合計

駐車場
設置台数

集会所の
有無

空家戸数
合計

鵜苫第1団地 8 0 × 0

鵜苫第2団地 8 0 × 1

西町第1団地 54 0 × 8

西町第2団地（旧） 58 0 × 47

西町第2団地（新） 12 7 × 0

港町団地 8 8 × 0

栄町団地 32 0 × 2

大通第1団地 86 50 ○ 0

大通第2団地 36 0 × 0

錦町団地 24 0 × 3

平宇団地 22 0 × 6

アポイ団地 4 0 × 0

幌満団地 4 0 × 4

旭団地 6 0 × 1

特定公共賃貸住宅 港町団地 4 4 × 0

366 69 72

団地

合計

公営住宅
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様似町の直近の募集・応募状況をみると、大通第 1 団地や大通第 2 団地は安定した

需要が見られます。錦町団地や栄町団地では空家に対する応募がありません。 

【様似町の団地別募集状況】 

資料：様似町 

募集数 入居戸数 募集数 入居戸数 募集数 入居戸数 募集数 入居戸数 募集数 入居戸数

鵜苫第１団地

鵜苫第２団地 1 1 1 1 1

西町第１団地 1 1

西町第２団地（旧）

西町第２団地（新）

港町団地

栄町団地 1 1 1 1 1 1

大通第１団地 1 1 1 1 1 1

大通第２団地 2 2 1 1 1 1 1

錦町団地 1 1 4

平宇団地

アポイ団地

幌満団地

旭団地

特定公共賃貸住宅 港町団地

H26.10 H27.4
団地

公営住宅

H26.4 H26.7 H26.8
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１－２ 入居者の状況 

（１）年齢構成 

平成 27 年 6 月 1 日現在（以下同様）の入居者の年齢構成を見ると、様似町全体（H22

年国勢調査に基づく）に比べ高齢者の比率が低く、年齢層の若い入居者が多くなって

います。 

公営住宅等が、持家取得などのための一時居住を支援している役割を果たしている

ことが伺われます。 

（２）世帯人員 

様似町全体（H22 年国勢調査に基づく）に比べると、単身世帯が多くなっています。 

【入居者の年齢構成】 

【世帯人員別世帯数】 

103

589

362

2949

160

1576

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅等

様似町全体

14歳以下 15歳以上64歳以下 65歳以上

112

674

96

762

39

398

40

244

10

84

0

41

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅等

様似町全体

１人 2人 3人 4人 5人 6人以上
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（３）高齢者世帯 

世帯主年齢が 65 歳以上の高齢者世帯は 123 世帯となっており、世帯全体の 41.4％を

占めています。 

（４）収入超過者の状況 

公営住宅入居世帯のうち、定められた基準を収入が超過している世帯は 50 世帯、

16.8％となっています。そのうち 5 世帯は高額収入世帯となっており、建替事業など

を契機に入居の適正化を図ることが必要な状況です。 

【高齢者世帯の状況】 

【収入超過者の状況】 

123 174

0% 20% 40% 60% 80% 100%

世帯主年齢65歳以上世帯数 世帯主年齢64歳以下世帯数

247 45 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般世帯数 収入超過世帯数 高額収入世帯数
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1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

S34 S35 S36 S37 S38 S39 S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47

鵜苫第１団地 1 8 63-1 8 準耐火（簡2） S63 3DK8 0 建設

50-3 4 簡平 S50 未修繕 2DK1　3DK3 建設

53-1 4 準耐火（簡2） S53 3DK4 建設

37-1 4 簡平 S37 政策空家 2DK4 建設

37-2 4 簡平 S37 政策空家 2DK4 建設

45-1 4 簡平 S45 政策空家 2DK3　3DK1 建設

1-1 8 準耐火（簡2） H1 3DK8 建設

1-2 8 準耐火（簡2） H2 3DK8 建設

2-1 8 準耐火（簡2） H2 3DK8 建設

2-2 10 耐火 H2 2LDK6　3LDK4 建設

3-1 8 準耐火（簡2） H3 3LDK8 建設

39-1 4 簡平 S39 政策空家 2DK4 建設

39-2 4 簡平 S39 政策空家 2DK4 建設

39-3 4 簡平 S39 政策空家 2DK4 建設

39-4 4 簡平 S39 政策空家 2DK4 建設

40-1 4 簡平 S40 政策空家 2DK4 建設

40-2 4 簡平 S40 政策空家 2DK4 建設

41-1 4 簡平 S41 政策空家 2DK4 建設

41-2 4 簡平 S41 政策空家 2DK4 建設

42-1 4 簡平 S42 政策空家 2DK4 建設

42-2 4 簡平 S42 政策空家 2DK4 建設

42-3 4 簡平 S42 政策空家 2DK4 建設

43-1 4 簡平 S43 政策空家 2DK3　3DK1 建設

44-1 4 簡平 S44 政策空家 2DK3　3DK1 建設

44-2 4 簡平 S44 政策空家 2DK3　3DK1 建設

44-3 2 簡平 S44 政策空家 2DK2 建設

25-1 4 木平 H25 1号棟 1LDK3　2LDK1 建設

25-2 4 木平 H25 2号棟 1LDK1　2LDK3 建設

26-1 4 木平 H26 ３号棟 1LDK1　2LDK3 建設

27-1 4 木平 H27 4号棟 1LDK3　2LDK1 建設

港町団地 1 8 12-1 8 耐火 H12 2LDK4　3LDK4 0 建設

47-1 4 簡平 S47 2DK3　3DK1 建設

47-2 4 簡平 S47 2DK3　3DK1 建設

47-3 4 簡平 S47 2DK3　3DK1 建設

47-4 4 簡平 S47 未修繕 2DK3　3DK1 建設

48-1 4 簡平 S48 2DK3　3DK1 建設

50-1 4 簡平 S50 未修繕 2DK1　3DK3 建設

50-2 4 簡平 S50 3DK4 建設

52-1 4 準耐火（簡2） S52 3DK4 建設

54-1 2 準耐火（簡2） S54 3DK2 建設

54-2 2 準耐火（簡2） S54 3DK2 建設

54-3 2 準耐火（簡2） S54 3DK2 建設

54-4 2 準耐火（簡2） S54 3DK2 建設

57-1 4 準耐火（簡2） S57 3LDK4 建設

57-2 4 準耐火（簡2） S57 3LDK4 建設

57-3 4 準耐火（簡2） S57 3LDK4 建設

58-1 4 準耐火（簡2） S58 3LDK4 建設

58-2 4 準耐火（簡2） S58 3LDK4 建設

58-3 4 準耐火（簡2） S58 3LDK4 建設

59-2 4 準耐火（簡2） S59 3LDK4 建設

9-1 15 耐火 H9 2LDK14　3LDK1 建設

10-1 20 耐火 H10 2LDK10　3LDK10 建設

11-1 15 耐火 H11 2LDK5　3LDK10 建設

4-1 12 耐火 H4 2LDK6　3LDK6 建設

5-1 12 耐火 H5 2LDK6　3LDK6 建設

6-1 12 耐火 H6 2LDK6　3LDK6 建設

59-1 8 準耐火（簡2） S59 3LDK8 建設

60-1 8 準耐火（簡2） S60 3LDK8 建設

61-1 8 準耐火（簡2） S61 3LDK8 建設

44-4 2 簡平 S44 政策空家 2DK1　3DK1 建設

44-5 4 簡平 S44 政策空家 2DK3　3DK1 建設

44-6 4 簡平 S44 政策空家 2DK3　3DK1 建設

44-7 4 簡平 S44 政策空家 2DK3　3DK1 建設

45-2 4 簡平 S45 政策空家 2DK3　3DK1 建設

45-3 4 簡平 S45 政策空家 2DK3　3DK1 建設

アポイ団地 1 4 55-1 4 準耐火（簡2） S55 3DK4 0 建設

34-1 2 簡平 S34 政策空家 2DK2 建設

34-2 2 簡平 S34 政策空家 2DK2 建設

47-5 2 簡平 S47 2DK2 建設

47-6 2 簡平 S47 2DK2 建設

48-2 2 簡平 S48 2DK1　3DK1 建設

計 71 366 366 72

港町団地 1 4 （1） 4 耐火 H12 3LDK4 0 建設

計 1 4 4 0

72 370 370 72

24

8

14

3

4

36大通第２団地

錦町団地

西町第１団地

西町第２団地
（旧）

栄町団地

大通第１団地

西町第２団地
（新）

合計

住棟番号 戸数

鵜苫第２団地

平宇団地

幌満団地

旭団地

2

8

2

3

15

団地名

16

棟数

0

経　過　年　数

空家
戸数

1

8

47

54

58

住戸型式
タイプの後ろの数字は戸数

建設
年度

構造 備考
管理
戸数

8

公営住宅

特定公共賃

貸住宅

0

0

3

2

4

6

6

4

86

1

32

226

3

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用1/2

耐用1/2経過

耐用1/2経過

耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用経過耐用1/2経過

耐用1/2

【様似町の公営住宅等の老朽化状況一覧】 

資料：様似町 
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２．公営住宅等長寿命化計画の目的                  

（１）背景 

様似町では、平成 27 年度末現在、耐用年数が経過している公営住宅等は総管理戸数

370 戸のうち 134 戸、36.2％に相当するという状況になっています。 

健全で良質な公営住宅等の供給にとって、これらの老朽化した住宅を着実に更新する

ことが必要になっています。 

このため、これらの住宅の早期の建替を図り、効率的な事業計画に基づく適切な維持

管理を実現することが求められています。 

また、近年建設され、十分な安全性や 居住性を備えた住宅については、予防保全的

な観点からの維持管理や改善を図り、良質な住宅ストックとして長期間にわたり維持し

ていくことが必要になっています。 

（２）目的 

以上の様似町の公営住宅等を巡る状況を踏まえ、本計画では、安全で快適な住宅を長

期にわたって確保するため、改善や建替などの公営住宅等の活用手法を団地別、住棟別

に定め、長期的かつ的確な維持管理を実現することを目的とします。 

また、建物の問題が顕在化する前にあらかじめ必要な処置を講じる予防保全的な観点

から、改善等の事業の実施方針を定め、建物の長寿命化による更新コストの削減、公営

住宅の維持管理コストの平準化を図ることを目的とします。 
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３．長寿命化に関する基本方針                    

（１）ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針 

様似町では今後、予防保全的な修繕や改善を的確に実施できるよう、以下に示す方針

により公営住宅等の状態を把握します。 

・様似町が管理している公営住宅等について、整備、修繕等の維持管理データを住棟単

位で適切に整理します。 

・公営住宅等について、定期的な点検を実施し、予防保全的な維持管理に努めます。 

・整備、修繕等の履歴に関するデータを整備し、必要に応じて随時情報を確認できる仕

組みをつくります。 

（２）長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

公営住宅の長寿命化を図るには、建物の老朽化や劣化による、事故、居住性の低下を

未然に防止する予防保全的な維持管理が重要になっています。 

そこで次の方針によって、問題が生じる前の適切な対応を図り、公営住宅等の長寿命

化等に向けて取り組みます。 

・定期点検など予防保全的な維持管理に努めるとともに、耐久性の向上を図る改善を実

施し、公営住宅等の長寿命化を図ります。 

・改善に当たっては、仕様のグレードアップ化を図ることによって耐久性を高め、ライ

フサイクルコストの縮減を図ります。 

・定期点検では、建物の老朽化や劣化による事故を未然に防ぐとともに、修繕等を適宜

適切に実施できるよう努めます。 
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（３）公営住宅の目標管理戸数の設定 

①目標年次における総人口の設定 

様似町人口ビジョンにおいて、平成 52 年時点で 3,000 人～3,600 人を目標人口とし

ています。 

この目標数値は、様似町人口推計（独自）の内、シミュレーション２とシミュレーシ

ョン３に近似していることから、平成 37 年の人口について同様にシミュレーション２

と３の 4,068 人～4,226 人と推計しています。 

本計画では、平成 37 年の総人口について、4,068 人と 4,226 人の２種類について、

検討します。 

②目標年次における世帯数の設定 

総世帯数は、設定総人口を平均世帯人員の推計値によって除して求めます。 

平均世帯人員の推計値は、平成2年から平成22年の実績値を指数曲線回帰で推計し、

各種施策の推進等により平成 32 年数値が平成 37 年も維持されるものと考え、平成 37

年の平均世帯人員を 2.03 人/世帯と設定します。 

よって、平成 37 年設定人口（4,068 人）/平成 37 年（2.03 人/世帯）により、総世帯

数を 2,004 世帯と設定します。4,226 人の場合は 2,081 世帯です。 

次に総世帯数に占める住宅に住む一般世帯数の割合を推計し、目標年次の住宅に住む

一般世帯数を推計します。 

総世帯数に占める住宅に住む一般世帯数の割合は、各種の曲線回帰による推計では相

関係数が低いため、平成 22 年国勢調査の実績値が維持されるものと考え、平成 37 年で

98.6％と設定します。 

その結果、平成 37年の住宅に住む一般世帯数は、2,004 世帯×98.6％＝1,976 世帯と

設定します。2,081 世帯（目標人口 4,226 人の場合）では、2,051 世帯です。 
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③目標年次における住宅所有関係別世帯数 

目標年次における住宅所有関係別世帯数の推計においては、公的借家がセーフティネ

ットとして、他の住宅の補完的役割を担うものとして、目標年次の持ち家世帯数、民間

借家世帯数、給与住宅世帯数、間借り等世帯数を推計し、これらを住宅に住む一般世帯

数から差し引いたものを公的借家の世帯数とします。 

持ち家世帯数、民間借家世帯数、給与住宅世帯数、間借り等世帯数は、それぞれの住

宅に住む一般世帯数に対する過去の割合から目標年次の割合を設定し、目標年次の住宅

に住む一般世帯数に乗じて各々世帯数を推計します。 

イ．持ち家世帯数 

住宅に住む一般世帯数に対する持ち家世帯割合は、各種の曲線回帰による推計で

は相関係数が低いため、平成 22 年国勢調査の実績値が維持されるものと考え、平

成 37年で 69.0％と設定します。 

よって平成 37年の住宅に住む一般世帯数 1,976 世帯（目標人口 4,068 人の場合）

に 69.0％を乗じて、1,364 世帯と設定します。2,051 世帯（目標人口 4,226 人の場

合）では、1,416 世帯です。 

ロ．民間借家世帯数 

住宅に住む一般世帯数に対する民間借家世帯割合は、平成 2年から平成 22年の

実績値を直線回帰で推計し、平成 32 年数値が平成 37年も維持されるものと考え、

平成 37 年の民間借家割合を 10.5％と設定します。 

よって平成 37 年の 1,976 世帯（目標人口 4,068 人の場合）に 10.5％を乗じて、

208 世帯と設定します。2,051 世帯（目標人口 4,226 人の場合）では、216 世帯で

す。 

ハ．給与住宅世帯数 

住宅に住む一般世帯数に対する給与住宅世帯割合は、平成 2年から平成 22年の

実績値を直線回帰で推計し、平成 32 年数値が平成 37年も維持されるものと考え、

平成 37 年の給与住宅割合を 4.5％と設定します。 

よって平成 37 年の 1,976 世帯（目標人口 4,068 人の場合）に 4.5％を乗じて、

89 世帯と設定します。2,051 世帯（目標人口 4,226 人の場合）では、93世帯です。 

ニ．間借り等世帯数 

住宅に住む一般世帯数に対する間借り等割合は、各種の曲線回帰による推計では

相関係数が低いため、平成 22年国勢調査の実績値が維持されるものと考え、平成

37 年で 1.5％と設定します。 
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よって平成 37 年の 1,976 世帯（目標人口 4,068 人の場合）に 1.5％を乗じて、

30 世帯と設定します。2,051 世帯（目標人口 4,226 人の場合）では、31世帯です。 

ホ．公的借家世帯数 

公的借家世帯数は、住宅に住む一般世帯数－（持ち家世帯数＋民間借家世帯数＋

給与住宅世帯数＋間借り等世帯数）で算出します。 

よって、1,976 世帯（目標人口 4,068 人の場合）－（1,364 世帯＋208 世帯＋89

世帯＋30世帯）＝285 世帯と推計されます。 

また、2,051 世帯（目標人口 4,266 人の場合）－（1,416 世帯＋216 世帯＋93 世

帯＋31 世帯）＝295世帯と推計されます。 

表 住宅所有関係別世帯数の推計（平成 37年 4,068 人の場合） 

（単位：人、世帯、人／世帯）

平成2年
（国勢調査）

平成7年
（国勢調査）

平成12年
（国勢調査）

平成17年
（国勢調査）

平成22年
（国勢調査）

平成37年
（推計）

備考

7,159 6,686 6,210 5,711 5,114 4,068 ※1

2,417 2,375 2,403 2,334 2,206 2,004 ①／③

2.96 2.82 2.58 2.45 2.32 2.03 ※２

95.3% 97.7% 97.0% 97.7% 98.6% 98.6% ※3

2,304 2,320 2,331 2,281 2,176 1,976 ②*④

⑥持ち家 ⑥　実数 1,582 1,588 1,593 1,542 1,499 1,364 ⑤*⑥’

⑥’割合 68.7% 68.4% 68.3% 67.6% 68.9% 69.0% ※4

⑪借家 ⑦公的借家 ⑦　実数 299 312 352 334 303 285 ⑤-⑥-⑧-⑨-⑩

⑦’割合 13.0% 13.4% 15.1% 14.6% 13.9% 14.4% ⑦／⑤

⑧民間借家 ⑧　実数 157 181 173 198 205 208 ⑤*⑧’

⑧’割合 6.8% 7.8% 7.4% 8.7% 9.4% 10.5% ※5

⑨給与住宅 ⑨　実数 244 218 192 182 136 89 ⑤*⑨’

⑨’割合 10.6% 9.4% 8.2% 8.0% 6.3% 4.5% ※6

⑩間借り等 ⑩　実数 22 21 21 25 33 30 ⑤*⑩’

⑩’割合 1.0% 0.9% 0.9% 1.1% 1.5% 1.5% ※7

⑪借家計 ⑪　実数 722 732 738 739 677 612

⑪’割合 31.3% 31.6% 31.7% 32.4% 31.1% 31.0%

※1　①総人口：様似町人口ビジョンより

※2　②平均世帯人員：平均世帯人員（平成２～平成２２年）を基に指数式で算出（相関係数0.9934）、平成32年値で固定。

※3　⑤一般世帯に占める割合：トレンド推計が不可であり、平成22年値で固定。

※4　⑥’持ち家割合：トレンド推計が不可であり、平成22年値で固定。

※5　⑧’民間借家割合：民間借家割合（平成２～22年）を基に直線式で算出（相関係数0.9104）、平成32年値で固定。

※6　⑨’給与住宅割合：給与住宅割合（平成２～22年）を基に直線式で算出（相関係数0.9758）、平成32年値で固定。

※7　⑩’間借り等割合：トレンド推計が不可であり、平成22年値で固定。

④　⑤の総世帯に占める割合

⑤住宅に住む一般世帯数

①総人口

②総世帯数

③平均世帯人員



- 18 -

表 住宅所有関係別世帯数の推計（平成 37年 4,226 人の場合） 

ヘ．公営住宅の目標管理戸数 

平成 37 年の公営住宅の目標管理戸数は、セーフティネットの視点から居住の確

保を図る上で、シミュレーションの上限値である 295 世帯を概ね確保できるように

設定します。 

４．計画期間                            

本計画は、平成 28年度から平成 37年度までの 10年間を計画期間とし、様似町を巡

る社会・経済状況等の変化、事業の進捗状況等を踏まえ、最低 5年ごとに見直すものと

します。 

（単位：人、世帯、人／世帯）

平成2年
（国勢調査）

平成7年
（国勢調査）

平成12年
（国勢調査）

平成17年
（国勢調査）

平成22年
（国勢調査）

平成37年
（推計）

備考

7,159 6,686 6,210 5,711 5,114 4,226 ※1

2,417 2,375 2,403 2,334 2,206 2,081 ①／③

2.96 2.82 2.58 2.45 2.32 2.03 ※２

95.3% 97.7% 97.0% 97.7% 98.6% 98.6% ※3

2,304 2,320 2,331 2,281 2,176 2,051 ②*④

⑥持ち家 ⑥　実数 1,582 1,588 1,593 1,542 1,499 1,416 ⑤*⑥’

⑥’割合 68.7% 68.4% 68.3% 67.6% 68.9% 69.0% ※4

⑪借家 ⑦公的借家 ⑦　実数 299 312 352 334 303 295 ⑤-⑥-⑧-⑨-⑩

⑦’割合 13.0% 13.4% 15.1% 14.6% 13.9% 14.4% ⑦／⑤

⑧民間借家 ⑧　実数 157 181 173 198 205 216 ⑤*⑧’

⑧’割合 6.8% 7.8% 7.4% 8.7% 9.4% 10.5% ※5

⑨給与住宅 ⑨　実数 244 218 192 182 136 93 ⑤*⑨’

⑨’割合 10.6% 9.4% 8.2% 8.0% 6.3% 4.5% ※6

⑩間借り等 ⑩　実数 22 21 21 25 33 31 ⑤*⑩’

⑩’割合 1.0% 0.9% 0.9% 1.1% 1.5% 1.5% ※7

⑪借家計 ⑪　実数 722 732 738 739 677 635

⑪’割合 31.3% 31.6% 31.7% 32.4% 31.1% 31.0%

※1　①総人口：様似町人口ビジョンより

※2　②平均世帯人員：平均世帯人員（平成２～平成２２年）を基に指数式で算出（相関係数0.9934）、平成32年値で固定。

※3　⑤一般世帯に占める割合：トレンド推計が不可であり、平成22年値で固定。

※4　⑥’持ち家割合：トレンド推計が不可であり、平成22年値で固定。

※5　⑧’民間借家割合：民間借家割合（平成２～22年）を基に直線式で算出（相関係数0.9104）、平成32年値で固定。

※6　⑨’給与住宅割合：給与住宅割合（平成２～22年）を基に直線式で算出（相関係数0.9758）、平成32年値で固定。

※7　⑩’間借り等割合：トレンド推計が不可であり、平成22年値で固定。

④　⑤の総世帯に占める割合

⑤住宅に住む一般世帯数

③平均世帯人員

①総人口

②総世帯数
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５．長寿命化を図るべき公営住宅等                  

平成 27 年度末現在、様似町が管理している、公営住宅、特定公共賃貸住宅の合計 72

棟、370 戸を対象とします。 

（１）団地別・住棟別活用計画 

①ストック活用手法の選定フロー 

公営住宅等のストックの活用手法の選定にあたっては、①住棟の老朽化への対応や

居住水準の改善・向上などの必要性、②需要への対応や投資効果などの経済性、③ま

ちづくりとの連携などの効率性、④土地の条件や移転住居（仮住居）確保の可能性な

どの事業の容易性、の大きく 4つの視点から判断することが必要になっています。 

手法の選定の流れは、経過年数等住棟単位での物理的な特性に基づく検討と、敷地

の形状、規模などや地域による住宅ニーズの違いなどを考慮した検討の 2段階で進め、

最終的に総合的な視点から活用手法を定めることが必要になっています。 

以上を踏まえ、次頁に示すフローに従って活用手法を設定します。 
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【長寿命化等活用手法の選定フロー】 

必要なし 

経過年数 

（構造別） 

需要の状況 高度利用の

必要性、可

能性 

改善履歴の

状況 

維持管理 

建替え 

用途廃止 

継続判定 

建替

え 

全面的改善 維持管理 

修繕対応 

躯体の安全性
の判定 

避難の安全性
の判定 

長寿命化型改善の
必要性の判定 

改修の可能性
の判定 

改修の可能性
の判定 

居住性の判定

長寿命化型改善の
必要性の判定 

全面的改善による対応
の可能性の判定 

個別改善による対
応の可能性の判定

個別改善 
【居住性向上型】
【福祉対応型】 
【安全性確保型】

個別改善

居住性向上型 
福祉対応型    ＋長寿命化型 
安全性確保型 

居住性向上型 
福祉対応型 
安全性確保型 

長寿命化型 

問題あり 

問題なし 
可能性あり 

可能性なし 

必要あり 
必要なし 

必要あり 

問題あり 

問題あり 

問題なし 

問題なし 
可能性あり 

可能性なし 

可能性なし 

可能性あり 可能性あり 
（※1） 

（※3） 

（※2） 

※1：安全性の判定において問
題あり、かつ、改修の可能
性ありと判定された住棟 

※２：１次判定における維持管
理のうち改善予定と判定さ
れた住棟 

※３：１次判定における維持管
理のうち改善予定と判定さ
れなかった住棟 

以上の判定経過及び結果を踏まえ、団地単位の総合的な検討を行う。 
・団地単位又は地域単位での効果的な整備のあり方を考慮して住棟別の活用方針を検討 
・まちづくりの観点から見た地域整備への貢献の必要性を考慮し、整備内容を検討 
・工事用アクセス道路の整備状況、仮住居の確保の観点から、事業の容易性について検討 
・他の事業主体との連携の可能性を検討し、効率的な手法の適用を検討

・活用手法の方針       ・整備方針 
・整備時期 

団地別住棟別活用計画⇒公営住宅等長寿命化計画に反映

・修繕対応  ・個別改善  ・建替え 
・用途廃止  ・事業主体の変更 

可能性なし 

建
替
え

【１次判定（団地及び住棟単位の社会的特性による判定）】 

【２次判定（住棟単位の物理的特性による判定）】 

【３次判定（団地単位の総合的検討）】 
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②活用手法別概要 

団地別・住棟別の活用手法の概要は以下のとおりとなります。 

イ．建替 

建替を予定する団地は、西町第 2団地及び平宇団地、鵜苫第 2団地簡平住棟、栄

町団地、旭団地とします。 

ロ．長寿命化型改善 

長寿命化型改善は西町第1団地の準耐火構造住棟、大通第1団地の耐火構造住棟、

錦町団地準耐火構造住棟を対象に行うこととします。 

事業内容は、屋上防水、屋根葺き替え、外壁の改善を図り、耐久性を高めること

によって、長期的な維持管理コストの縮減を図ることとします。 

ハ．用途廃止 

簡易耐火構造平屋建の住宅で幌満団地は、老朽化が進展し、入居需要を期待でき

ないため、用途廃止を図ることとします。 

二．維持管理（修繕） 

その他の団地の住棟に関しては、定期的な点検や経常的な修繕を適切に行い、公

営住宅としての機能の維持・保全を図ることとします。 
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③１次判定（団地及び住棟単位での社会的特性による判定） 

1 次判定では、「住棟の経過年数」、「住棟の位置する団地に対する需要」、「法規制

及び位置条件等による高度利用の必要性と可能性、住棟の改善履歴の有無」により、

住棟の建替、維持管理、用途廃止、継続判定のいずれかを選定する必要があります。 

これらの判定基準のうち、「法規制及び需要や高度利用の必要性や可能性など」に

ついては団地間で大きな違いが無く、住棟の経過年数や需要の有無等を基に主に判定

を行います。 

イ．住棟の経過年数による判定 

【簡易耐火構造平屋建の住宅】 

簡易耐火構造平屋建の住宅は、平成 27年度末現在、全てが耐用年数を経過し、

老朽化が進んでいます。 

このため、経過年数の多い団地、住棟を中心に計画的に用途廃止や建替事業を行

います。 

また、老朽化が進んだ住棟で、居住者等への配慮や、財政的な制約から直ちに用

途廃止、建替等の実施が困難と想定される団地については継続判定とします。 

【準耐火構造（簡 2）の住宅】 

準耐火構造の住宅は、既に耐用年数の 1/2 を経過しているか、本計画の計画期間

内に耐用年数の 1/2を経過する住棟です。 

劣化状況等の定期的な検査を実施し、適切に維持管理を図ることとします。 

【耐火構造の住宅】 

耐火構造の住宅は、十分な耐用年数があり、設備、居住性とも整った住宅である

ことから、適切に維持管理を図ることとします。 

ロ．需要及び高度利用の可能性 

現地での建替等に必要な敷地面積が確保されているか、空家状況、応募状況によ

り判定します。 

以上により、建替事業継続中の西町第 2団地、平宇団地、鵜苫第 2団地、栄町団

地、旭団地では需要に対応した戸数の建替を行います。 

また、西町第 1団地の一部、幌満団地は用途廃止を行います。 
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【1 次判定の結果】 

建設年度 構造 老朽度 需要
高度利用の可能

性、必要性 改善履歴 一次判定結果 備考

鵜苫第1団地 Ｓ63 準耐火 △ ○ △ 屋根・外壁 維持管理 浄化槽設置

Ｓ50 簡平 × △ 屋根・外壁 建替 浄化槽設置

Ｓ53 準耐火 △ △ 屋根・外壁 維持管理 浄化槽設置

Ｓ37 簡平 × ○ 用途廃止

Ｓ45 簡平 × ○ 用途廃止

Ｈ1 準耐火 △ ○ 維持管理

Ｈ2 準耐火 △ ○ 維持管理

Ｈ2 耐火 ○ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｈ3 準耐火 △ ○ 維持管理

Ｓ39 簡平 × × 建替

Ｓ40 簡平 × × 建替

Ｓ41 簡平 × × 建替

Ｓ42 簡平 × × 建替

Ｓ43 簡平 × × 建替

Ｓ44 簡平 × × 建替

H25 木平 ○ ○ ○ 維持管理

H26 木平 ○ ○ ○ 維持管理

H27 木平 ○ ○ ○ 維持管理

港町団地 Ｈ12 耐火 ○ ○ ○ 維持管理

Ｓ47 簡平 × ○ 建替

Ｓ48 簡平 × ○ 建替

Ｓ50 簡平 × ○ 外壁 建替

Ｓ52 準耐火 △ ○ 建替

Ｓ54 準耐火 △ ○ 外壁（一部） 維持管理

Ｓ57 準耐火 △ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｓ58 準耐火 △ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｓ59 準耐火 △ ○ 維持管理

Ｈ9 耐火 ○ ○ 維持管理

Ｈ10 耐火 ○ ○ 維持管理

Ｈ11 耐火 ○ ○ 維持管理

Ｈ4 耐火 ○ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｈ5 耐火 ○ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｈ6 耐火 ○ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｓ59 準耐火 △ ○ 外壁 維持管理

Ｓ60 準耐火 △ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｓ61 準耐火 △ ○ 屋根・外壁 維持管理

Ｓ44 簡平 × △ 建替

Ｓ45 簡平 × △ 建替

アポイ団地 Ｓ55 準耐火 △ × △ 維持管理 浄化槽設置

幌満団地 Ｓ34 簡平 × × △ 用途廃止 未水洗化

Ｓ47 簡平 × △ 建替

Ｓ48 簡平 × △ 建替

特定公共賃
貸住宅

港町団地 Ｈ12 耐火 ○ ○ ○ 維持管理
公営住宅と
合築

老朽度 ○ 現在、耐用年数の1/2以下の住棟
△ 現在、耐用年数の1/2を経過している住棟
× 現在、耐用年数を経過している住棟

需要 ○ 空き家のない団地
△ 空き家が半数以下の団地
× 空き家が半数以上の団地

○ 現地建替えが可能
△ 現地建替えが可能だが市街地縁辺に位置
× 現地建替えが不可能

団地名

公営住宅

鵜苫第2団地 △

西町第1団地 △

大通第1団地 ○

大通第2団地 ○

未水洗化

旭団地 △ 未水洗化

未水洗化

×

未水洗化
政策空家
化、実施
中

栄町団地 △

西町第2団地
（新）

西町第2団地
（旧）

高度利用の必
要性、可能性

錦町団地 △

平宇団地 △
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④２次判定（住棟単位での物理的特性による判定） 

2 次判定では、1次判定の結果、「維持管理」、「継続判定」と判定された住棟を対象

に、「躯体の安全性」、「避難の安全性」、「居住性」の判定の順に評価を行い、住棟別

の活用手法の候補を判定します。 

【躯体の安全性の判定】 

躯体の安全性（耐震性）の判定は次のように判定します。 

昭和 56 年の建築基準法施行令（新耐震基準）に基づき設計・施工された住棟につ

いては、「耐震性を有する」と判定します 

【避難の安全性の判定】 

団地の現況から「二方向避難の確保」の状況により判定します。 

（ワンフロアーの居住室の面積の合計が 100 ㎡を超える住棟では二方向の避難路

が確保されていることが必要になりますが、様似町の住棟は適合しています。） 

【居住性の判定】 

団地の現況から、一般的に次の項目に従い、居住性を判定することが必要になりま

す。 

本計画では、浴室の設置状況をもとに判定します。 

住 棟：日照、通風、採光、開放性、プライバシーの確保、騒音 等 

住 戸：最低居住面積水準、間取り 

住戸内各部：浴室の有無、3箇所給湯（台所、洗面所、風呂）、高齢化対応 等 

附 帯 施 設：自転車置場・物置・ゴミ置場の有無、衛生、利便性、居住性に

係る問題点の有無 

2 次判定の結果、建設後 20 年程度経過した大通第 1 団地の耐火構造の住棟につい

て、屋根、外壁等を中心に、躯体の耐久性を高めるための長寿命化型改善事業の実施

を予定します。また、既存不適格のエレベーター改修のための個別改善も併せて実施

を予定します。 

また、築後 25年以上が経過し、耐用年数の半分以上を経過した西町第 1団地と錦

町団地の準耐火構造（簡易耐火構造二階建て）の住棟について屋根、外壁等を中心に、

躯体の耐久性を高めるための長寿命化型改善事業の実施を予定します。 

その他の団地、住棟については、定期的な検査や経常的な修繕を実施し、適切な維

持管理を図ります。 
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【2 次判定の結果】 

建設年度 構造
躯体の安
全性

避難の安
全性

居住性
長寿命化
型改善

二次判定結果

鵜苫第1団地 Ｓ63 準耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｓ50 簡平 △ ○ ○ × 維持管理

Ｓ53 準耐火 △ ○ ○ × 維持管理

Ｈ1 準耐火 ○ ○ ○ ○ 長寿命化型改善

Ｈ2 準耐火 ○ ○ ○ ○ 長寿命化型改善

Ｈ2 耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｈ3 準耐火 ○ ○ ○ ○ 長寿命化型改善

H25 木平 ○ ○ ○ × 維持管理

H26 木平 ○ ○ ○ × 維持管理

H27 木平 ○ ○ ○ × 維持管理

港町団地 Ｈ12 耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｓ54 準耐火 △ ○ ○ × 維持管理

Ｓ57 準耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｓ58 準耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｓ59 準耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｈ9 耐火 ○ ○ ○ ○
長寿命化型改善
個別改善

Ｈ10 耐火 ○ ○ ○ ○
長寿命化型改善
個別改善

Ｈ11 耐火 ○ ○ ○ ○
長寿命化型改善
個別改善

Ｈ4 耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｈ5 耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｈ6 耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

Ｓ59 準耐火 ○ ○ ○ ○ 長寿命化型改善

Ｓ60 準耐火 ○ ○ ○ ○ 長寿命化型改善

Ｓ61 準耐火 ○ ○ ○ ○ 長寿命化型改善

アポイ団地 Ｓ55 準耐火 △ ○ ○ × 維持管理

特定公共賃
貸住宅

港町団地 Ｈ12 耐火 ○ ○ ○ × 維持管理

躯体の安全性 ○ 昭和57年以降に建設
△ 昭和56年以前に建設されたが耐震性を確認
× 昭和56年以前に建設され、耐震性がない

避難の安全性 ○ 二方向避難が可能
× 二方向避難が不可能

居住性 ○ 浴室設置済み
× 浴室未設置

錦町団地

大通第1団地

団地名

公営住宅

鵜苫第2団地

西町第1団地

大通第2団地

西町第2団地
（新）
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⑤３次判定（団地単位での総合的検討） 

3 次判定では、1次判定及び 2次判定による住棟別の活用手法（候補）の判定過程

と結果を踏まえ、団地単位で総合的に検討を行い、住棟別の活用手法の最終判定を行

います。 

判定の視点は大きく分けて次の 6つに整理されています。 

・団地単位での効率的ストック活用 

・まちづくりの観点から見た地域整備への貢献 

・地域単位での効率的ストック活用 

・周辺道路の整備状況 

・仮住居の確保等から見た事業の容易性 

・他の事業主体との連携による一体的整備 

また、それぞれの視点ごとの具体的な検討は、次のような内容、視点から行うこと

とされています。 

【団地単位での効率的ストック活用】 

この項目では、団地単位や地域単位として住棟相互の連携によるストック活用を

行うことによる、より効果的かつ効率的なストック活用の可能性について検討する

こととされています。 

様似町では、建替対象となる住棟が簡易耐火構造平屋建住宅（簡平住宅）の小規

模な住棟となっており、団地内で複数の活用手法が混在することもなく、特段の措

置は必要が無いものと判定されます。 

【まちづくりの観点からみた地域整備への貢献】 

この項目では、団地の周辺市街地における公益施設等及び基盤施設の整備水準の

向上の必要性が高い場合は、これらに配慮したストック活用の可能性を検討するこ

ととされています。 

一方、耐用年数を経過した住棟であっても、町の財政負担力や居住ニーズ、さら

には地域の維持のために、当面維持管理を図る必要のある住宅があることから、点

検と日常的な修繕を行います。 

【地域単位での効率的ストック活用】 

この項目では、建替が必要な複数の団地が近接して立地する場合などは、団地相

互の調整による、より効果的かつ効率的なストック活用の可能性について検討する

こととされています。 
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【周辺道路の整備状況】 

この項目では、事業の実施に際して、必要となる大型工事車両等のアクセス道路

や資材置場の確保について検討することとされています。 

【仮住居の確保等からみた事業の容易性】 

この項目では、事業の実施に際して、必要となる仮住居の確保の必要性の有無に

ついて検討することとされています。 

様似町では、建替を予定している西町第 2団地・平宇団地・栄町団地・鵜苫第 2

団地・旭団地の建替にあたっては、政策空家によって仮住居は必要ないものと想定

されます。 

【他の事業主体との連携】 

この項目では、建替等に際し、他の事業主体との連携による効率的な手法の適用

について検討することとされていますが、本計画では様似町による公営住宅等の供

給を図ることとしているため、特段の措置は必要ないものと判定されます。 
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【３次判定の結果】 

団地単位での効
率的ストック活用

まちづくりの観点
からみた地域整

備への貢献

地域単位での効
率的ストック活用

周辺道路の整備
状況

仮住居の確保等
からみた事業の

容易性

他の事業主体と
の連携

鵜苫第1団地 Ｓ63 準耐火 1 8 維持管理 ― ― ― ― ― ― 維持管理

Ｓ50 簡平 1 4 建替 建替

Ｓ53 準耐火 1 4 維持管理 維持管理

Ｓ37 簡平 2 8 用途廃止 用途廃止

Ｓ45 簡平 1 4 用途廃止 用途廃止

Ｈ1 準耐火 1 8 長寿命化型改善 長寿命化型改善 屋根葺き替え、外壁改修

Ｈ2 準耐火 2 16 長寿命化型改善 長寿命化型改善 屋根葺き替え、外壁改修

Ｈ2 耐火 1 10 維持管理 維持管理

Ｈ3 準耐火 1 8 長寿命化型改善 長寿命化型改善 屋根葺き替え、外壁改修

Ｓ39 簡平 4 16 建替 建替

Ｓ40 簡平 2 8 建替 建替

Ｓ41 簡平 2 8 建替 建替

Ｓ42 簡平 3 12 建替 建替

Ｓ43 簡平 1 4 建替 建替

Ｓ44 簡平 3 10 建替 建替

H25 木平 2 8 維持管理 維持管理

H26 木平 1 4 維持管理 維持管理

H27 木平 1 4 維持管理 維持管理

港町団地 Ｈ12 耐火 1 8 維持管理 ― ― ― ― ― ― 維持管理

Ｓ47 簡平 4 16 建替 建替

Ｓ48 簡平 1 4 建替 建替

Ｓ50 簡平 2 8 建替 建替

Ｓ52 準耐火 1 4 建替 建替

Ｓ54 準耐火 4 8 維持管理 維持管理

Ｓ57 準耐火 3 12 維持管理 維持管理

Ｓ58 準耐火 3 12 維持管理 維持管理

Ｓ59 準耐火 1 4 維持管理 維持管理

Ｈ9 耐火 1 15 長寿命化型改善
長寿命化型改善
個別改善

屋根葺き替え、屋上防水、外壁改修、ＥＶ改修

Ｈ10 耐火 1 20 長寿命化型改善
長寿命化型改善
個別改善

屋根葺き替え、屋上防水、外壁改修、ＥＶ改修

Ｈ11 耐火 1 15 長寿命化型改善
長寿命化型改善
個別改善

屋根葺き替え、屋上防水、外壁改修、ＥＶ改修

Ｈ4 耐火 1 12 維持管理 維持管理

Ｈ5 耐火 1 12 維持管理 維持管理

Ｈ6 耐火 1 12 維持管理 維持管理

Ｓ59 準耐火 1 8 長寿命化型改善 長寿命化型改善 屋根葺き替え、外壁改修

Ｓ60 準耐火 1 8 長寿命化型改善 長寿命化型改善 屋根葺き替え、外壁改修

Ｓ61 準耐火 1 8 長寿命化型改善 長寿命化型改善 屋根葺き替え、外壁改修

Ｓ44 簡平 4 14 建替 建替

Ｓ45 簡平 2 8 建替 建替

アポイ団地 Ｓ55 準耐火 1 4 維持管理 ― ― ― ― ― ― 維持管理

幌満団地 Ｓ34 簡平 2 4 用途廃止 ― ― ― ― ― ― 用途廃止

Ｓ47 簡平 2 4 建替 建替

Ｓ48 簡平 1 2 建替 建替 計画期間は維持管理

特定公共
賃貸住宅

港町団地 Ｈ12 耐火 （１） 4 維持管理 ― ― ― ― ― ― 維持管理

他の事業主
体との連携は

ない

旭団地 ― ― ― ―
仮住戸の必
要性はない

他の事業主
体との連携は

ない

平宇団地 ― ― ― ―
仮住戸の必
要性はない

― ―

―

大通第2団地 ― ― ― ― ― ―

錦町団地 ― ― ― ―

― ― ― ― ―

他の事業主
体との連携は

ない

他の事業主
体との連携は

ない
―

―

仮住戸の必
要性はない

― ―― ― ―

― ― ―

―
急勾配道路
のため改良は

困難
―

大型工事車
両の進入が
困難

仮住戸の必
要性はない

他の事業主
体との連携は

ない

西町第1団地 ― ― ― ― ― ―

― ― ― ―
仮住戸の必
要性はない

管理戸数 1次・2次判定

3次判定項目

3次判定結果 備考

西町第2団地
（新）

団地名 建設年度 構造 管理棟数

公営住宅

鵜苫第2団地

西町第2団地
（旧）

栄町団地

大通第1団地
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（２）判定結果の概要 

3 次判定結果により、公営住宅の建替対象になる住宅の戸数は 122 戸になります。 

また、用途廃止予定戸数（建替予定戸数を除く）は、16戸になり、122 戸は修繕対応

の維持管理予定で、改善を予定する戸数は 106 戸となります。 

特定公共賃貸住宅についてはいずれも修繕対応の維持管理予定となります。 

＜公営住宅＞ 

（単位：戸）    

対  象 合  計 

公営住宅管理戸数 366 戸

 ・維持管理予定戸数 228 戸

 うち修繕対応戸数 122 戸

うち改善予定戸数 106 戸

・建替予定戸数 122 戸

・用途廃止予定戸数 16 戸

＜特定公共賃貸住宅＞ 

（単位：戸）    

対  象 合  計 

特定公共賃貸住宅管理戸数 4 戸

 ・維持管理予定戸数 4 戸

 うち修繕対応戸数 4 戸

うち改善予定戸数 0 戸

・建替予定戸数 0 戸

・用途廃止予定戸数 0 戸

注１）計画期間後に建替予定である公営住宅は、本計画期間内には維持管理予定とする。 

注２）改善予定戸数については、全面的改善・個別改善の合計とする。 

注３）公営住宅以外の特定公共賃貸住宅等については、それぞれ上表の書式をもとに作成する。 
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（３）団地活用プログラム 

以上の活用方針の検討結果を踏まえ、団地別、住棟別に計画期間内の活用プログラム

を設定すると、次頁に示す通りとなります。 

建替は、現在建替事業中の西町第 2団地を平成 28年度～29年度、平宇団地を平成 30

年度～平成 32 年度、鵜苫第 2 団地を平成 33 年度、栄町団地を平成 34 年度～平成 37

年度（計画期間以降も継続予定）、旭団地を平成 37 年度に実施する予定です。 

また、長寿命化型改善は、西町第 1団地の準耐火構造（簡易耐火構造 2階建て）住棟

を平成 31 年度～平成 32 年度、大通第 1 団地の耐火構造住棟を平成 31 年度～平成 33

年度に、錦町団地の準耐火構造（簡易耐火構造 2階建て）住棟を平成 33年度に実施す

る予定です。 

西町第 1団地、幌満団地の簡易耐火構造平屋建の住棟は、老朽化が進展していること

などから用途廃止を予定します。 
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【様似町公共賃貸住宅の活用プログラム】 

28
年度

29
年度

30
年度

31
年度

32
年度

33
年度

34
年度

35
年度

36
年度

37
年度

公営住宅 Ｓ63 準耐火 1 8 維持管理（修繕） 8 8

Ｓ53 準耐火 1 4 維持管理（修繕） 4

建替 4 4

用途廃止 4 4

Ｈ1-Ｈ3 準耐火 4 32 長寿命化型改善 16 16 32 屋根葺替、外壁改修

H2 耐火 1 10 維持管理（修繕） 10

Ｓ37、45 簡平 3 12 維持管理（修繕） 12

（新） H25～H27 木平 4 16 維持管理（修繕） 16

建替 8 4 12

用途廃止 48 10 58

Ｈ12 耐火 1 8 維持管理（修繕） 8 8

建替 4 4 4 4 16

用途廃止 8 8 8 8 32

長寿命化型改善 15 20 15 50 屋上防水、屋根葺替、外壁改修、共用部改修

個別改善 50 50 EV既存不適格改修

Ｓ54、Ｓ57～Ｓ59 準耐火 11 36 維持管理（修繕） 36

Ｈ4-Ｈ6 耐火 3 36 維持管理（修繕） 36 36

Ｓ59-Ｓ61 準耐火 3 24 長寿命化型改善 24 24 24 屋根葺替、外壁改修

建替 4 4 4 12

用途廃止 8 8 6 22

Ｓ55 準耐火 1 4 維持管理（修繕） 4 4

Ｓ34 簡平 2 4 用途廃止 4 4 0

S47 簡平 2 4 維持管理（修繕） 4 3次判定では建替だが、計画期間は維持管理

建替 2 2

用途廃止 2 2

特定公共賃貸住宅 Ｈ12 耐火 (1) 4 維持管理（修繕） 4 4

建替 8 4 4 4 4 4 4 4 4 6 46

用途廃止 0 52 18 8 6 0 12 8 8 10 122 建替による除却も含む

長寿命化型改善 0 0 0 31 36 39 0 0 0 0 106

個別改善 50 50

維持管理（修繕） 142

3 50

旭団地

港町団地

幌満団地

簡平

栄町団地

71

6
2

平宇団地

アポイ団地

294(72)

管理戸数管理棟数

6簡平

構造

28
58

4

12

1

備考
見直し計画活用手

法

54

計画期間後期

16

計画期間
合計

計画期間
末管理戸
数

8

計画期間前期

年度別ストック活用手法別戸数（平成）

86

370

1

32

22Ｓ44-Ｓ45

Ｓ48

Ｓ47、48、50,52

合計

Ｈ9-Ｈ11

15（旧）

簡平,準耐火 8

団地名

鵜苫第1団地

鵜苫第2団地

西町第1団地

港町団地

建設年度

簡平Ｓ50

簡平

大通第１団地

大通第2団地

錦町団地

西町第2団地
S39～Ｓ44

耐火
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６．公営住宅等における建替事業の実施方針              

（１）基本方針 

耐用年数を超える老朽化した団地について建替を進め、居住水準の向上、維持管理の

効率化と入居の適正化を推進します。 

また、団地の建替に際しては、高気密・高断熱に十分配慮して計画するとともに、プ

レイロットなどを、周辺の一般住民も利用できる公開型の施設とします。 

さらに、高齢者の生きがいとなる場作り、高齢者と若者が交流できる環境整備を図る

など、周辺地域のまちづくりを促進するように事業を進めます。 

建替事業の実施にあたっては、誰もが使いやすいユニバーサルデザインの視点に立

った居住室の構成とします。 

さらに、北海道環境共生型公共賃貸住宅整備指針に基づき、給湯や照明器具などに

省エネ型設備の導入を図り、北国らしい高性能で潤いある住まいづくりを目指すほか、

団地周辺の住環境の向上に資するよう、植栽や団地景観に配慮します。 

（２）団地別方針 

①西町第 2団地・栄町団地 

建替事業の実施にあたっては、高齢者をはじめ誰もが安全に安心して住み続けるこ

とのできる住宅、住環境整備を図るとともに、団地内の緑化を進め、緑豊かな魅力あ

る住宅地づくりを進めます。 

②平宇団地・鵜苫第 2団地・旭団地 

地域を支える団地として、高齢者をはじめ誰もが安全に安心して住み続けることの

できる住宅と住環境整備を進めます。 

建替事業の実施にあたっては、様似町の気候や自然に配慮した緑豊かな住環境の形

成に努めます。 
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【様式２】建替にかかる事業予定一覧 

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

42-3 4 簡平 Ｓ42 Ｈ28

43-1 4 簡平 Ｓ43 Ｈ28

44-1 4 簡平 Ｓ44 Ｈ28

44-2 4 簡平 Ｓ44 Ｈ29

44-3 2 簡平 Ｓ44 Ｈ29

44-4 2 簡平 Ｓ44 Ｈ30

44-5 4 簡平 Ｓ44 Ｈ30

44-6 4 簡平 Ｓ44 Ｈ31

44-7 4 簡平 Ｓ44 Ｈ31

45-2 4 簡平 Ｓ45 Ｈ32

45-3 4 簡平 Ｓ45 Ｈ32

鵜苫第２団地 50-3 4 簡平 S50 H32 H33
建替後戸数
4戸予定

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。

注２）様式2は、Microsoft office Excel形式とする。

注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

平宇団地

建替後戸数
4戸予定

次期定期
点検時期

　事業主体名：様似町

備考団地名 住棟番号 戸数

西町第2団地（旧）

建替後戸数
8戸予定

建替予定
年度

建替後戸数
4戸予定

建設年度

建替後戸数
4戸予定

建替後戸数
4戸予定

構造
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【様式２】建替にかかる事業予定一覧 

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

47-1 4 簡平 S47 H32 H34

47-2 4 簡平 S47 H32 H34

47-3 4 簡平 S47 H32 H35

47-4 4 簡平 S47 H32 H35

48-1 4 簡平 S48 H32 H36

50-1 4 簡平 S50 H32 H36

50-2 4 簡平 S50 H32 H37

52-1 4 簡平 S52 H32 H37

旭団地 48-2 2 簡平 S48 H32 H37
建替後戸数
2戸予定

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。

注２）様式2は、Microsoft office Excel形式とする。

注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

栄町団地

建替後戸数
4戸予定

建替後戸数
4戸予定

建替後戸数
4戸予定

建替後戸数
4戸予定

　事業主体名：様似町

備考団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期定期
点検時期

建替予定
年度
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　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

西町第2団地 通路 H28 建設
住棟建設に伴う
共用通路

西町第2団地 通路 H29 建設
住棟建設に伴う
共用通路

平宇団地 通路 H30 建設
住棟建設に伴う
共用通路

平宇団地 通路 H31 建設
住棟建設に伴う
共用通路

平宇団地 通路 H32 建設
住棟建設に伴う
共用通路

栄町団地 通路 H34 建設
住棟建設に伴う
共用通路

栄町団地 通路 H35 建設
住棟建設に伴う
共用通路

栄町団地 通路 H36 建設
住棟建設に伴う
共用通路

栄町団地 通路 H37 建設
住棟建設に伴う
共用通路

注１）様式３は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

　事業主体名：様似町

備考
修繕・改善事業の内容

団地名 共同施設名 建設年度
次期定期
点検時期

【
様

式
３

】
共

同
施

設
部

分
に

か
か
る

事
業

予
定

一
覧

<共
同

施
設
部

分
> 
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７．長寿命化のための維持管理計画                  

（１）計画期間内に実施する修繕・改善事業の内容 

計画期間内に実施する修繕・改善事業は、以下の方針により実施します。 

なお、耐用年数を超えている住棟・住戸で維持管理を図るものについては、今後、

日常の点検により適切な修繕を行います。 

また、入居、退居等にあわせて必要な修繕・修理等を行い、住宅の基本機能の維持

を図ります。 

（修繕対応） 

以下の団地の住棟について、定期点検の実施、標準周期を踏まえた経常的な修繕

をおこなうとともに、屋根、外壁等の予防保全的な修繕をおこない、居住性、安全

性等の維持・向上を図り、住宅を長期的に活用します。 

実施内容：日常点検、標準周期を踏まえた経常修繕の実施 

【公営住宅】 

鵜苫第 1団地  準耐火造： 1棟  8 戸 

鵜苫第 2団地  準耐火造： 1棟  4 戸 

西町第 1団地  耐火造  ： 1 棟 10 戸 

西町第 2団地（新） 木造   ： 4 棟 16 戸 

港町団地  耐火造  ： 1 棟  8 戸 

大通第 1団地  準耐火造：11棟 36 戸 

大通第 2団地  耐火造  ： 3 棟 36 戸 

アポイ団地  準耐火造： 1棟  4 戸 

【特定公共賃貸住宅】 

港町団地  耐火造  ： 1 棟 4 戸（公営住宅との合築） 
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【修繕の基本的な取り組み内容】 

・計 画 修 繕：外壁の再塗装、屋根防水工事の実施等、周期的に実施する必要のある修繕 

・一 般 修 繕：水漏れ、外壁のひび割れ等、不特定の時期に生ずる支障に対し、その都度実

施する必要のある修繕 

・保 守 点 検：日常的な保守点検 

・入退居修繕：空家となった段階で再入居に備え行う修繕 

（居住性向上型） 

該当する住棟・住戸はありません。 

（福祉対応型） 

該当する住棟・住戸はありません。 

（安全性確保型） 

既存不適格のエレベーターにおいて、改修により安全性を高めます。 

【対象住棟】 

大通第 1団地    エレベーター2基（9-1 号棟、10-1 号棟、11-1 号棟） 
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（長寿命化型） 

居住性や安全性が確保され、長期間にわたって活用を図る必要のある、西町第 1

団地の準耐火構造の住棟 4棟及び大通第 1団地の耐火構造 3棟、錦町団地の準耐火

構造の住棟 3棟について、耐久性の向上、躯体への影響の低減、維持管理を容易に

するなどの観点から、次に示す予防保全的な改善を行う予定とします。 

実施内容：屋上防水、屋根葺き替え、外壁の耐久性向上 

(西町第 1団地、大通第 1団地、錦町団地) 

共用廊下・階段改修（大通第 1団地） 

【対象住棟】 

西町第 1団地  1-1 号棟 

            1-2 号棟 

            2-1 号棟 

            3-1 号棟 

大通第 1団地  9-1 号棟 

      10-1 号棟 

         11-1 号棟 

錦町団地     59-1 号棟 

      60-1 号棟 

         61-1 号棟 
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【様式１】 維持・改善に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共

賃貸住宅
地優賃

（ 公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

鵜苫第１団地 63-1 8 準耐火 Ｓ63 Ｈ32

鵜苫第２団地 53-1 4 準耐火 Ｓ53 Ｈ32

37-1 4 簡平 Ｓ37 Ｈ32
計画期間内
に用途廃止
予定

37-2 4 簡平 Ｓ37 Ｈ32
計画期間内
に用途廃止
予定

45-1 4 簡平 Ｓ45 Ｈ32
計画期間内
に用途廃止
予定

1-1 8 準耐火 Ｈ1

屋根葺替
・外壁改

修（長寿

命化）

827

1-2 8 準耐火 Ｈ2

屋根葺替
・外壁改

修（長寿

命化）

714

2-1 8 準耐火 Ｈ2

屋根葺替
・外壁改

修（長寿

命化）

714

2-2 10 耐火 Ｈ2 Ｈ32

3-1 8 準耐火 Ｈ3

屋根葺替
・外壁改

修（長寿

命化）

714

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

備考

西町第1団地

　事業主体名：様似町

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC

縮減効果
次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容

（
２

）
住

棟
単

位
の

修
繕

・
改

善
事
業

一
覧
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公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

39-1 4 簡平 Ｓ39
建替

（除却）

39-2 4 簡平 Ｓ39
建替

（除却）

39-3 4 簡平 Ｓ39
建替

（除却）

39-4 4 簡平 Ｓ39
建替

（除却）

40-1 4 簡平 Ｓ40
建替

（除却）

40-2 4 簡平 Ｓ40
建替

（除却）

41-1 4 簡平 Ｓ41
建替

（除却）

41-2 4 簡平 Ｓ41
建替

（除却）

42-1 4 簡平 Ｓ42
建替

（除却）

42-2 4 簡平 Ｓ42
建替

（除却）

42-3 4 簡平 Ｓ42
建替

（除却）

43-1 4 簡平 Ｓ43
建替

（除却）

44-1 4 簡平 Ｓ44
建替

（除却）

44-2 4 簡平 Ｓ44
建替

（除却）

44-3 2 簡平 Ｓ44
建替

（除却）

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

西町第２団地（旧）

備考

　事業主体名：様似町

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC

縮減効果
次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容
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【様式１】 維持・改善に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

Ｈ25-1 4 木造 H25
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

Ｈ25-2 4 木造 H25
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

H26-1 4 木造 H26
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

H27-1 4 木造 H27
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

H28-1 4 木造 H28
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

Ｈ28-2 4 木造 H28
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

Ｈ29-1 4 木造 H29
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

港町団地 12-1 8 耐火 Ｈ12 Ｈ32
特定公共
賃貸住宅
との合築

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

備考

　事業主体名：様似町

　住宅の区分：

西町第２団地（新）

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC

縮減効果
次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容
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【様式１】 維持・改善に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

47-1 4 簡平 Ｓ47 Ｈ32
建替

（除却）

47-2 4 簡平 Ｓ47 Ｈ32
建替

（除却）

47-3 4 簡平 Ｓ47 Ｈ32
建替

（除却）

47-4 4 簡平 Ｓ47 Ｈ32
建替

（除却）

48-1 4 簡平 Ｓ48 Ｈ32
建替

（除却）

50-1 4 簡平 Ｓ50 Ｈ32
建替

（除却）

50-2 4 簡平 Ｓ50 Ｈ32
建替

（除却）

52-1 4 準耐火 Ｓ52 Ｈ32
建替

（除却）

H34-1 4 木造 H34
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

H35-1 4 木造 H35
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

H36-1 4 木造 H36
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

H37-1 4 木造 H37
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

備考

　事業主体名：様似町

　住宅の区分：

栄町団地

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC

縮減効果
次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容



-43 -

公営住宅
特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

54-1 2 準耐火 Ｓ54 Ｈ32 0

54-2 2 準耐火 Ｓ54 Ｈ32 0

54-3 2 準耐火 Ｓ54 Ｈ32 0

54-4 2 準耐火 Ｓ54 Ｈ32 0

57-1 4 準耐火 Ｓ57 Ｈ32 0

57-2 4 準耐火 Ｓ57 Ｈ32 0

57-3 4 準耐火 Ｓ57 Ｈ32 0

58-1 4 準耐火 Ｓ58 Ｈ32 0

58-2 4 準耐火 Ｓ58 Ｈ32 0

58-3 4 準耐火 Ｓ58 Ｈ32 0

59-2 4 準耐火 Ｓ59 Ｈ32 0

9-1 15 耐火 Ｈ9
EV不適格
改修（個

別改修）

屋根葺替・

屋上防水・

外壁・共用

廊下・階段

改修（長寿

命化）

336

10-1 20 耐火 Ｈ10
EV不適格
改修（個

別改修）

屋根葺替・

屋上防水・

外壁・共用

廊下・階段

改修（長寿

命化）

452

11-1 15 耐火 Ｈ11
EV不適格
改修（個

別改修）

屋根葺替・

屋上防水・

外壁・共用

廊下・階段

改修（長寿

命化）

463

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

構造
建設
年度

LCC

縮減効果
次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容

備考

　事業主体名：様似町

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数

大通第1団地
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公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

4-1 12 耐火 Ｈ4 Ｈ32

5-1 12 耐火 Ｈ5 Ｈ32

6-1 12 耐火 Ｈ6 Ｈ32

59-1 8 準耐火 Ｓ59 Ｈ32

屋根葺替
・外壁改

修（長寿

命化）

198

60-1 8 準耐火 Ｓ60 Ｈ32

屋根葺替
・外壁改

修（長寿

命化）

225

61-1 8 準耐火 Ｓ61 Ｈ32

屋根葺替
・外壁改

修（長寿

命化）

255

44-4 2 簡平 Ｓ44
建替

（除却）

44-5 4 簡平 Ｓ44
建替

（除却）

44-6 4 簡平 Ｓ44
建替

（除却）

44-7 4 簡平 Ｓ44
建替

（除却）

45-2 4 簡平 Ｓ45
建替

（除却）

45-3 4 簡平 Ｓ45
建替

（除却）

Ｈ30-1 4 木造 Ｈ30
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

Ｈ31-1 4 木造 Ｈ31
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

Ｈ32-1 4 木造 Ｈ32
供給戸数、構
造型式の変更

可能性有り

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

大通第２団地

錦町団地

平宇団地

備考

　事業主体名：様似町

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC

縮減効果
次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容
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公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

アポイ団地 55-1 4 準耐火 Ｓ55 Ｈ32

34-1 2 簡平 Ｓ34
用途
廃止

計画期間内
に用途廃止
予定

34-2 2 簡平 Ｓ34
用途
廃止

計画期間内
に用途廃止
予定

47-5 2 簡平 Ｓ47 Ｈ32
計画期間内
に用途廃止
予定

47-6 2 簡平 Ｓ47 Ｈ32
計画期間内
に用途廃止
予定

48-3 2 簡平 Ｓ48 Ｈ32
建替

（除却）

計画期間内
に用途廃止
予定

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

旭団地

備考

幌満団地

　事業主体名：様似町

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

LCC

縮減効果
次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容
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公営住宅
特定公共

賃貸住宅
地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

港町団地 12-1 4 耐火 Ｈ12 Ｈ32
公営住宅
との合築

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。

注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

　事業主体名：様似町

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

　住宅の区分：

次期定期
点検時期

修繕・改善事業の内容
LCC

縮減効果
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８．長寿命化のための維持管理計画による効果              

（１）効果の基本的な考え方 

以上までに示した、長寿命化に向けた維持管理や改善を実施することによって、次の

効果が得られるものと考えられます。 

・これまでは対症療法的な対応になりがちであった維持管理から、定期的に住宅スト

ックの状況を把握し、適切な時期に適切な予防保全的な修繕及び耐久性向上を図る

改善を実施することによって、良質な住宅の寿命が長期間にわたって保たれ、結果

としてのライフサイクルコストの縮減に繋げることができるようになります。 

・また、定期的に点検を行なうことによって、住宅の実情にあった適切な修繕や改善

を実施することが出来るようになり、住宅の安全性や性能の維持・保全が可能にな

ります。 

本計画では、長寿命化型改善事業としては、西町第 1団地及び大通第 1団地､錦町団

地の各住棟の状況を踏まえ、今後、必要になると判断される、「屋上等の防水性・耐水

性及び耐久性を向上させる改修及び外壁の耐久性を高める改修」の実施を想定します。 

（２）長寿命化型改善によるライフサイクルコストの算出 

長寿命化型改善の実施を予定する西町第 1 団地、錦町団地の準耐火構造、大通第 1

団地の耐火構造の住棟について、以下に示す国が定めている策定指針に従ってライフサ

イクルコスト（ＬＣＣ）の算出を行ないます。 

【ライフサイクルコスト（LCC）算出の基本的な考え方】 

・長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場合、それぞれの場合について建設

時点から次回の建替までに要するコストを算出し、住棟単位で年当たりのコスト比較を

行なう。なお、コストは戸当たりコストを基に、当該住棟の住戸数分を積算して算出す

る。 

・1 住棟のＬＣＣ改善効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後） 

・ＬＣＣ（計画前）＝（修繕費+建替費）/建設～築後 50年までの使用年数 

・ＬＣＣ（計画後）＝（修繕費+改善費+建替費）/建設～築後 70年までの使用年数 

出典：「公営住宅等長寿命化計画策定指針」（平成 21年 3 月 国土交通省住宅局） 
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（３）長寿命化型改善工事費の概要 

西町第 1団地、大通第 1団地、錦町団地の各住棟の概算工事費は下表に示すようにな

ります。 

西町第 1団地及び錦町団地の各住棟の概算工事費は、西町第 1団地 2-2 号棟の長寿命

化改善工事費等を参考にしつつ、概算で 280 万円/戸と想定しました。 

大通第 1団地は下表のとおり想定しました。 

【長寿命化型改善事業の工事費の概要】                （単位：円） 

団地・住棟 
西町第１ 合計 

1-1 号棟 1-2 号棟 2-1 号棟 3-1 号棟  

管理戸数 8 戸 8 戸 8 戸 8 戸 32 戸

棟当たり工事費 22,400,000 22,400,000 22,400,000 22,400,000 89,600,000

戸当たり工事費 2,800,000 2,800,000 2,800,000 2,800,000 ― 

団地・住棟 
大通第１ 合計 

9-1 号棟 10-1 号棟 11-1 号棟  

管理戸数 15 戸 20 戸 15 戸 50 戸

棟当たり工事費 54,150,000 71,800,000 40,800,000 166,750,000

戸当たり工事費 3,610,000 3,590,000 2,720,000 ― 

団地・住棟 
錦町 合計 

59-1 号棟 60-1 号棟 61-1 号棟  

管理戸数 8 戸 8 戸 8 戸 24 戸

棟当たり工事費 22,400,000 22,400,000 22,400,000 67,200,000

戸当たり工事費 2,800,000 2,800,000 2,800,000 ― 
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（４）住棟別ライフサイクルコストの算出結果の概要 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出については、以下の想定をしました。 

西町第1団地の耐用年数は45年であり、事業導入時期が築後29年から30年であり、

長寿命化改善工事を 1回導入して、耐用年数まで使用するものとしました。 

錦町団地の耐用年数は 45年であり、事業導入時期が築後 35年から 37年であり、長

寿命化改善工事を１回導入して、標準管理期間の 10 年間使用するものとしました。 

大通第 1団地の耐用年数は 70年であり、事業導入時期が築後 22年であり、長寿命化

改善工事を導入しない場合の使用期間を 50年とし、長寿命化改善工事を導入する場合

は 2回実施して、耐用年数 70年まで使用するものとしました。 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）について、国の定めた算出方式により算定した結果、

下表に示すように現在価値化した後の改善額は西町第 1 団地は約 714 千円～827 千円/

年・棟、大通第 1 団地は約 336 千円～463 千円/年・棟、錦町団地は約 198 千円～255

千円/年・棟となります。 

このため、現状のままで改善事業を実施しないのに比べ、長寿命化に向けた改善事業

を実施することによって、維持管理コストが縮減されるという効果が期待できます。 

【ライフサイクルコストの算出結果表】 

項目 
西町第 1 

備考 
1-1 号棟 1-2 号棟 2-1 号棟 3-1 号棟 

計画前モデル
のライフサイク
ルコスト 

1,175,123円/

戸・年

1,144,248円/

戸・年

1,144,248円/

戸・年

1,144,248円/

戸・年

計画後モデル
のライフサイク
ルコスト 

950,540 円/

戸・年

950,540 円/

戸・年

950,540 円/

戸・年

950,540 円/

戸・年

年平均改善額
（現在価値化
後） 

103,408 円/

戸・年

89,192 円/

戸・年

89,192 円/

戸・年

89,192 円/

戸・年
割引率 4％に

より現在価値

化 
827 千円/

年・棟

714 千円/

年・棟

714 千円/

年・棟

714 千円/

年・棟
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項目 
大通第 1 

備考 
9-1 号棟 10-1 号棟 11-1 号棟 

計画前モデ
ルのライフ
サイクルコ
スト 

951,140 円/

戸・年

951,140 円/

戸・年

951,140 円/

戸・年

計画後モデ
ルのライフ
サイクルコ
スト 

884,139 円/

戸・年

883,567 円/

戸・年

858,710 円/

戸・年

年平均改善
額 
（現在価値
化後） 

22,392 円/

戸・年

22,583 円/

戸・年

30,891 円/

戸・年
割引率 4％に

より現在価値

化 
336 千円/

年・棟

452 千円/

年・棟

463 千円/

年・棟

項目 
錦町 

備考 
59-1 号棟 60-1 号棟 61-1 号棟 

計画前モデ
ルのライフ
サイクルコ
スト 

968,682 円/

戸・年

993,506 円/

戸・年

1,019,749 円

/戸・年

計画後モデ
ルのライフ
サイクルコ
スト 

913,283 円/

戸・年

931,506 円/

戸・年

950,540 円/

戸・年

年平均改善
額 
（現在価値
化後） 

24,803 円/

戸・年

28,149 円/

戸・年

31,867 円/

戸・年
割引率 4％に

より現在価値

化 
198 千円/

年・棟

225 千円/

年・棟

255 千円/

年・棟
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（５）西町第 1団地のライフサイクルコスト算出 

①長寿命化型改善事業費の想定 

事業費は概算で戸当たり約 280 万円、住棟あたり約 2,240 万円と想定されます。 

②計画前モデルのライフサイクルコスト 

長寿命化型改善事業を実施しない場合のライフサイクルコストを、西町第 1 団地の

1-1号棟の現在の建設費を2,700万円/戸と設定し、国の示している方式で算出すると、

約 117.5 万円/戸・年になります。 

③計画後モデルのライフサイクルコスト 

一方、長寿命化型改善工事を実施すると想定した場合には、ライフサイクルコストは、

約 95.1 万円/戸・年になるものと想定されます。 

④ライフサイクルコストの改善額 

以上の結果、ライフサイクルコストの改善額は、現在の価額で 103,408 円/戸・年に

なるものと想定されます。 

また、長寿命化型改善工事を実施し、住棟を耐用年数の 45年間使用した場合には、

累積の改善額は現在の価額で約 465 万円/戸になると想定されます。 
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【西町第 1団地 1-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

【西町第 1団地 1-2 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 
■住棟諸元

西町第1 団地
1-2 号棟

長寿命化型改善項目 費用
屋根葺替・外壁改修（長寿命化） 2,800,000 円

円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 29 年
② 累積修繕費 6,183,189 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 27,000,000 円
④ LCC（計画前） 1,144,248 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 45 年
⑥ 累積修繕費 12,974,283 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 2,800,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 27,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 950,540 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 193,708 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（45年・現在価値化）

4,013,643 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、45年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

89,192 円/年・戸

8戸/棟 714 千円/年・棟

■住棟諸元
西町第1 団地
1-1 号棟

長寿命化型改善項目 費用
屋根葺替・外壁改修（長寿命化） 2,800,000 円

円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 30 年
② 累積修繕費 8,253,684 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 27,000,000 円
④ LCC（計画前） 1,175,123 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 45 年
⑥ 累積修繕費 12,974,283 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 2,800,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 27,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 950,540 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 224,583 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（45年・現在価値化）

4,653,372 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、45年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

103,408 円/年・戸

8戸/棟 827 千円/年・棟
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【西町第 1団地 2-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

【西町第 1団地 3-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

■住棟諸元
西町第1 団地

2-1 号棟
長寿命化型改善項目 費用
屋根葺替・外壁改修（長寿命化） 2,800,000 円

円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 29 年
② 累積修繕費 6,183,189 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 27,000,000 円
④ LCC（計画前） 1,144,248 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 45 年
⑥ 累積修繕費 12,974,283 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 2,800,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 27,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 950,540 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 193,708 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（45年・現在価値化）

4,013,643 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、45年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

89,192 円/年・戸

8戸/棟 714 千円/年・棟

■住棟諸元
西町第1 団地

3-1 号棟
長寿命化型改善項目 費用
屋根葺替・外壁改修（長寿命化） 2,800,000 円

円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 29 年
② 累積修繕費 6,183,189 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 27,000,000 円
④ LCC（計画前） 1,144,248 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 45 年
⑥ 累積修繕費 12,974,283 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 2,800,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 27,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 950,540 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 193,708 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（45年・現在価値化）

4,013,643 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、45年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

89,192 円/年・戸

8戸/棟 714 千円/年・棟
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（６）大通第 1団地のライフサイクルコスト算出 

①長寿命化型改善事業費の想定 

9-1 号棟では事業費は概算で戸当たり約 361 万円、住棟あたり約 5,415 万円と想定さ

れます。 

②計画前モデルのライフサイクルコスト 

長寿命化型改善事業を実施しない場合のライフサイクルコストを、9-1 号棟の現在の

建設費を 3,000 万円/戸と設定し、国の示している方式で算出すると、約 95.1 万円/戸・

年になります。 

③計画後モデルのライフサイクルコスト 

一方、長寿命化型改善工事を 2回実施すると想定した場合には、ライフサイクルコス

トは、約 88.4 万円/戸・年になるものと想定されます。 

④ライフサイクルコストの改善額 

以上の結果、ライフサイクルコストの改善額は、現在の価額で 22,392 円/戸・年にな

るものと想定されます。 

また、長寿命化型改善工事を 2回実施し、住棟を耐用年数の 70年間使用した場合に

は、累積の改善額は現在の価額で約 156.7 万円/戸になると想定されます。 
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【大通第 1団地 9-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

【大通第 1団地 10-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

■住棟諸元
大通第1 団地

9-1 号棟
長寿命化型改善項目 費用
屋上防水・屋根葺替・外壁改修
（長寿命化）

3,030,000 円

共用廊下・階段改修（長寿命化） 580,000 円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年 何もしない場合の建替時期想定
② 累積修繕費 17,557,020 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 30,000,000 円
④ LCC（計画前） 951,140 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年 耐用年限
⑥ 累積修繕費 24,669,720 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 7,220,000 円 長寿命化型改善工事費は２回分計上
⑧ 建替工事費 30,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 884,139 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 67,002 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（44年・現在価値化）

1,567,469 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、44年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

22,392 円/年・戸

15戸/棟 336 千円/年・棟

■住棟諸元
大通第1 団地
10-1 号棟

長寿命化型改善項目 費用
屋上防水・屋根葺替・外壁改修
（長寿命化）

3,020,000 円

共用廊下・階段改修（長寿命化） 570,000 円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年 何もしない場合の建替時期想定
② 累積修繕費 17,557,020 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 30,000,000 円
④ LCC（計画前） 951,140 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年 耐用年限
⑥ 累積修繕費 24,669,720 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 7,180,000 円 長寿命化型改善工事費は２回分計上
⑧ 建替工事費 30,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 883,567 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 67,573 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（44年・現在価値化）

1,580,837 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、44年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

22,583 円/年・戸

20戸/棟 452 千円/年・棟



- 56 -

【大通第 1団地 11-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

■住棟諸元
大通第1 団地
11-1 号棟

長寿命化型改善項目 費用
屋上防水・屋根葺替・外壁改修
（長寿命化）

2,280,000 円

共用廊下・階段改修（長寿命化） 440,000 円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 50 年 何もしない場合の建替時期想定
② 累積修繕費 17,557,020 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 30,000,000 円
④ LCC（計画前） 951,140 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 70 年 耐用年限
⑥ 累積修繕費 24,669,720 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 5,440,000 円 長寿命化型改善工事費は２回分計上
⑧ 建替工事費 30,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 858,710 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 92,430 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（44年・現在価値化）

2,162,358 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、44年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

30,891 円/年・戸

15戸/棟 463 千円/年・棟
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（７）錦町団地のライフサイクルコスト算出 

①長寿命化型改善事業費の想定 

59-1 号棟では事業費は概算で戸当たり約 280 万円、住棟あたり約 2,240 万円と想定

されます。 

②計画前モデルのライフサイクルコスト 

長寿命化型改善事業を実施しない場合のライフサイクルコストを、59-1 号棟の現在

の建設費を 2,700 万円/戸と設定し、国の示している方式で算出すると、約 96.9 万円/

戸・年になります。 

③計画後モデルのライフサイクルコスト 

一方、長寿命化型改善工事を実施すると想定した場合には、ライフサイクルコストは、

約 91.3 万円/戸・年になるものと想定されます。 

④ライフサイクルコストの改善額 

以上の結果、ライフサイクルコストの改善額は、現在の価額で 24,803 円/戸・年にな

るものと想定されます。 

また、長寿命化型改善工事を実施し、住棟を改善使用年数に標準管理期間 10 年を加

えた 47 年間使用した場合には、累積の改善額は現在の価額で約 116.6 万円/戸になると

想定されます。 
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【錦町団地 59-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

【錦町団地 60-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

■住棟諸元
錦町 団地
60-1 号棟

長寿命化型改善項目 費用
屋根葺替・外壁改修（長寿命化） 2,800,000 円

円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 36 年
② 累積修繕費 8,766,225 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 27,000,000 円
④ LCC（計画前） 993,506 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 46 年 改善使用年数＋標準管理期間10年
⑥ 累積修繕費 13,049,289 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 2,800,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 27,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 931,506 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 62,000 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

1,294,848 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、70年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

28,149 円/年・戸

8戸/棟 225 千円/年・棟

■住棟諸元
錦町 団地
59-1 号棟

長寿命化型改善項目 費用
屋根葺替・外壁改修（長寿命化） 2,800,000 円

円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 37 年
② 累積修繕費 8,841,231 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 27,000,000 円
④ LCC（計画前） 968,682 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 47 年 改善使用年数＋標準管理期間10年
⑥ 累積修繕費 13,124,295 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 2,800,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 27,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 913,283 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 55,399 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（47年・現在価値化）

1,165,759 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、47年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

24,803 円/年・戸

8戸/棟 198 千円/年・棟
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【錦町団地 61-1 号棟のライフサイクルコストの算定結果】 

■住棟諸元
錦町 団地
61-1 号棟

長寿命化型改善項目 費用
屋根葺替・外壁改修（長寿命化） 2,800,000 円

円
円
円
円

■計画前モデル
項目 費用等 備考

① 使用年数 35 年
② 累積修繕費 8,691,219 円 現在価値化しない費用
③ 建替工事費 27,000,000 円
④ LCC（計画前） 1,019,749 円/年

■計画後モデル
項目 費用等 備考

⑤ 使用年数 45 年 改善使用年数＋標準管理期間10年
⑥ 累積修繕費 12,974,283 円 現在価値化しない費用
⑦ 長寿命化型改善工事費 2,800,000 円 長寿命化型改善工事費の合計
⑧ 建替工事費 27,000,000 円
⑨ LCC（計画後） 950,540 円/年

■LCC改善効果
項目 費用等 備考

⑩ 年平均改善額 69,209 円/年・戸 現在価値化しない費用

⑪
累積改善額
（70年・現在価値化）

1,434,023 円/戸
⑩年平均改善額について、将来コストを社会
的割引率4%により現在価値化し、70年の累積
改善額を算出

⑫
年平均改善額
（現在価値化）

31,867 円/年・戸

8戸/棟 255 千円/年・棟
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